
看護職員処遇改善評価料の
沖縄県の現状調査について

沖縄県理学療法⼠連盟

調査期間︓10⽉3⽇（⽉）〜10⽉31⽇（⽉）



□今回、⼩川かつみ⽒が選挙では残念な結果で
あったが成果の⼀つである、今回の診療報酬
改定での処遇改善がどの位会員へ周知されて
いるかを知る事を⽬的に、次期選挙へ向けて、
沖縄県POS協会３団体と協⼒し、４団体合同
調査を⾏った。

はじめに



アンケート結果
□回収率︓179名
□内訳︓PT112名（62.6％）、OT65名（36.３％）、ST2名（1.１％）
□所属施設︓
北部︓11名（5.9％）、中部︓57名（30.8％）、南部︓92名（49.7％）、
宮古︓5名（2.7％）、⼋重⼭︓15名（8.1％）、その他︓5名（2.7％）

□職場での役割︓
所属⻑114名（63.7％）、所属⻑以外64名（35.8％）、⾃宅会員1名（0.6％）
□部下への周知状況︓
周知した︓23名（33.8％）、しなかった︓45名（68.2％）
□新設仕組み周知状況︓
知らなかった︓98名（54.7％）、知っていた︓81名（45.３％）
□対象施設かどうか︓
はい︓47名（26.3％）、いいえ︓116名（64.8％）、分からない・不明︓16名（8.9％）
□10⽉から処遇改善される⾒込みですか︓
はい︓7名（3.9％）、いいえ︓90名（50.3％）、分からない︓82名（45.8％）





11, 6%

57, 31%

92, 50%

5, 2% 15, 8%

5, 3%

所属施設内訳

北部 中部 南部 宮古 ⼋重⼭ その他













まとめと今後の展開について
□今回の新設『看護職員処遇改善評価料』について
知らなかったと回答頂いたのが98名（54.7％）
であり、調査をやった意義があったと考える。
□県内で7名の施設が診療報酬改定の恩恵を受け
る事が出来た事は⼤変興味深い結果であった。
□今回は診療報酬改定の県内現状調査に留まる内
容であったが、今後更に会員の現状把握を⽬指す。


